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提案理由 

国民の暮らしと日本経済に深刻な事態をもたらすため、国に対し４月からの

消費税増税の中止を強く求める。 

これが、本案を提出する理由である。 



４月からの消費税増税の中止を求める意見書 

 

本年４月から消費税率を８％に引き上げることは、国民の暮らしと日本経済

に深刻な事態をもたらすのは明らかである。政府は、「国民総生産（ＧＤＰ）

が４期連続でプラス成長」だと誇るが、円安と株高による効果は陰りを見せ、

成長率は年率計算で、２０１３年１～３月期で４.５％、４～６月期は３.６％

であったのに対し、７～９月期では１.１％と大幅に低下し、減速傾向にある

ことは明らかである。しかも、その中身は、勤労者の収入が減り続けているも

とで、ＧＤＰを辛うじて支えているのは、消費税増税前の駆け込み需要と国の

補正予算での公共投資によるもので、「もう限界だ」と言われている。 

このような状況で、予定どおり消費税率を引き上げれば、国民は消費税増税

で８兆円、社会保障費の負担増・給付減と合わせて１０兆円の負担増となり、

暮らしに重大な打撃を受けることになる。その一方で、大企業に対しては、復

興特別法人税を前倒しして廃止するのを初め、法人税率引き下げ、「国土強靱

化」名目での巨大公共事業ばらまき、今後５年間で約２４兆６,７００億円投

入予定の軍事費など、これまで政府が、増税の理由としてきた「社会保障制度

のため」、「財政再建のため」などの論拠を完全に投げ捨てるものであり、不当

と言わざるを得ない。現在の経済・財政・社会保障制度の危機を打開するには、

第一に逆進性が高い消費税に頼らず、税金の無駄・不要不急の歳出削減、応能

負担を原則とする税制改革を実施すること、第二に大企業の２７０兆円もの内

部留保を、雇用改善・賃金引き上げ・社会保障充実、下請け単価引き上げなど

に活用し、国内の需要拡大と経済活性化を図ることが必要である。 

よって、本市議会は国に対し、４月からの消費税増税の中止を強く求めるも

のである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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